
 

 

『『台台湾湾でで国国際際展展開開をを図図るるたためめのの支支援援策策をを知知りりたたいい』』 
   

交流協会事業費補助金 
                                

                       めーイン      

                                   

                                   

 
対象となる方  
・台湾においてビジネスを展開したい、台湾企業との事業連携を図りたいと考えている中小企 
業事業者等  
・台湾との地域交流の推進を目的とする中小企業団体、地方自治体等  
 

支援内容  
■情報提供事業  
・国交がない台湾とのビジネス展開をサポートするため、（公財）交流協会では台湾の経済動
向や法制度及び台湾企業などに関する情報提供を行っております。また、同協会東京本部
のWEBサイトにて、同協会に寄せられる台湾への貿易投資相談のＱ＆Ａが閲覧出来る他、同
協会東京本部及び台北事務所にて、一般的な貿易相談等のアドバイスを受けることが出来
ます。（「ご利用方法」及び「お問い合わせ先」を御参照下さい。） 
・（公財）交流協会が運営するWEBサイト「日台ビジネスステーション」は、日本企業と台湾企業とのビ

ジネス交流のサポートサイトとしてご利用頂けます（「ご利用方法」を御参照下さい。）。更に本サイトで

は、自社の情報を日本語で登録すると無料で中国語に翻訳いたしますので、言語を気にすることなく

台湾企業へのアプローチが可能となります。また、自社の情報に興味を持った台湾企業からのアプロー

チも期待できます。 
 
■日台産業協力架け橋プロジェクト普及事業  

（公財）交流協会東京本部では、台湾企業とのビジネスマッチング商談会やセミナーを行いたいと考

えている民間団体・企業のために、情報及びノウハウの提供、並びに経費の一部支援を行います。募

集案内等は同協会WEBサイトでご覧下さい。 
また、同協会台北事務所では、台湾との交流推進を目的とした中小企業団体、地方自治体等

で組織したミッション等に対して、現地での活動やフォローアップ活動等を支援します。 
 

日台産業協力架け橋プロジェクト普及事業イメージ

 

台湾でビジネスを行う際必要となる基本情報の提供や、台湾企業とのアライアンス（連携）によって新

たな事業展開の機会を提供するビジネスマッチング交流会・セミナーの開催等、国際展開を図ろうと

されている中小企業の皆様がサポートを受けられます。 
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ご利用方法  
・貿易投資相談  
 貿易投資相談Ｑ＆Ａを（公財）交流協会が運営するWEBサイト（http://www.koryu.or.jp/ez3_co
ntents.nsf/18/85C769982DF173BE49257737002DF603?OpenDocument）にて閲覧が出来ます。 
 電話でのご相談は、同協会東京本部及び台北事務所（「お問い合わせ先」を御参照下さ

い。）にて受け付けております。 
・日台ビジネスステーション 
 （公財）交流協会が運営するWEBサイト（http://www.jptwbiz-j.jp/）にて、本サイトに登録されてい

る企業の情報を検索・閲覧することが出来ます。さらに、WEB会員に登録いただくと、企業の詳

細情報の閲覧や、メールマガジンの受信等が出来ます。会員登録は随時無料で受け付けており

ます。 
  

                             

  

 

お問い合わせ先 
（公財）交流協会東京本部  貿易経済部  

TEL：03-5573-2600     URL：http://www.koryu.or.jp 
（公財）交流協会台北事務所  

TEL：+886-2-2713-8000  URL：http://www.koryu.or.jp/taipei/ez3_content
s.nsf/Top 

 
様 式 

 

『『TTPPPPをを活活用用ししたた海海外外展展開開にに関関すするる支支援援をを受受けけたたいい』』  
 

新輸出大国コンソーシアム事業 
                                   

                                 

                                   

                                   
対象となる方  
・海外展開に取り組む中堅・中小企業等（専門家による支援については、TPP域内市場の獲得
を想定して海外展開に取り組む中堅・中小企業等が対象） 

支援内容  
JETRO、中小機構、NEDO、金融機関などが参加する新輸出大国コンソーシアムにおいて、

海外展開を図る中堅・中小企業等に対して総合的な支援を行います  
1. 海外ビジネスに精通した専門家をJETROに配置します。これらの専門家が個々の企業

の担当となり、海外事業計画の策定、支援機関の連携の確保、現地での商談や海

外店舗の立ち上げなどのサポートを行います。 
2. 新輸出大国コンソーシアムの支援を希望する企業には、新輸出大国コンソーシアムの

会員証を発行します。その会員証の提示により、全ての機関が連携して円滑な支援を

行います。 

 
 

ご利用方法 
ジェトロのサポートホットライン、最寄りのジェトロ国内事務所、またはコンソーシアム参加機関の

窓口にお問い合わせください。 
 
 
 
 

輸出・海外展開の拡大

金融機関

法律事務所

JICA
海外産業人材育成
協会（HIDA）

JETRO
JETRO

地方自治体

商工会議所

金融機関

NEXI

中小機構

工業所有権
情報・研修館

NEDO

○最終的な海外展開の実現までをサポート（事業計画の策定、販路開拓の
サポート等）
○支援機関が提供する施策を組合せて事業者に紹介。

専門家

中堅・中小企業

コンサルJICA

日本規格協会

会計事務所

海外においても連携し
て事業者を支援

相談

 複数の支援機関が協力し、支援策を組合せる
等により、より効果的な支援メニューを提供。

経済産業局

商工会

等

事務局
（JETRO)

等

事業者のニーズに合
わせて施策を選択。

○コンサルティング
○支援措置の紹介

支援措置の
提供

支援措置の
提供

事業者のニーズに合
わせて施策を選択。

新製品・サービス
開発研究開発

農商工連携
地域資源

知財取得

国際標準化 コンビニ等と
連携した展開

国内の
販路開拓

物流効率 海外企業との
マッチング

海外展開計
画の策定

現地人材確保・育
成支援

海外現地の
支援体制の充実

展示会出展
ミッション派遣

海外バイヤー招聘

企業の人材
育成・確保 外務省

（在外公館含む）
コンソーシアムと緊密に連携し，
その活動に協力する。

連携・協力

よろず支援拠点

お問い合わせ先：  
ジェトロサポートホットライン TEL:0120-95-3375（受付時間：平日 9 時～午後 6 時） 
ジェトロ国内事務所一覧  https://www.jetro.go.jp/jetro/japan/list/ 
コンソーシアム参加機関一覧 https://www.jetro.go.jp/jetro/activities/support/consortium.html 

海外展開を図る中堅・中小企業等に対して、専門家が寄り添い、技術開発から市場開拓に至

るまで、様々な段階に応じて、各支援機関が連携して、総合的な支援を提供します。 
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